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研究成果の概要（和文）：建物の局所損傷の評価に基づいて，従来の建物全体の振動特性の変化による損傷推定と一線
を画した精度の高い健全性判定システムの構築に取り組んだ．その開発環境として，地震による局所損傷の進行および
微小振動に励起される固有振動，を同時に再現する実験装置を考案した．鋼骨組の梁端部の破断量を定量的に評価する
損傷指標を定式化し、それに基づいて建物の数値モデルに損傷を反映するモデル更新手法を確立した。損傷を反映した
建物モデルの数値解析を実施し，損傷による建物全体の耐力の低下度を精度良く推定できることを実証した．本研究の
成果により，極大地震後の建物継続利用判定の精度と分解能の向上が期待される．

研究成果の概要（英文）：In this research, a methodology for determining the post-earthquake strength of a 
steel moment-resisting frame with beam-column fractures based on local monitoring data was established. 
The proposed methodology was explained and verified experimentally using a unique testing system for 
beam-column connections. First, a damage index of steel beam fracture based on dynamic strain responses 
and an associated sensing system using PolyVinylidene DiFluoride (PVDF) sensors and wireless 
communication modules were introduced. Then, a model updating technique where the identified damage is 
reflected in a numerical model of the structure was explored. Based on the updated model, the damage in 
the structure was further translated into the structure’s deterioration in terms of stiffness and 
strength. The model updating approach bridges the gap between damage information and residual structural 
capacity evaluation and facilitates rapid decision-making immediately following an earthquake.

研究分野： 建築耐震工学

キーワード： 損傷評価　地震被災　鋼構造　構造ヘルスモニタリング
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様 式

１．研究開始当初の背景
東日本の広域に渡り強い地震動が観測された
平成
の人的・物的被害をもたらし，
に及ぶ膨大な数の建物に対して，被災後の安
全性が疑われた
今後発生が予想される首都圏直下地震や南海
トラフ巨大地震に備え，被災建物の利用再開
までの意思決定を支援する，健全性評価手法
の確立は焦眉の課題である
 被災建物の健全性は，安全限界状態に対す
る余裕度として評価できるが，現段階では具
体的な数値として示す指標に欠け，その客観
的診断は困難である．地震によって構造部材
に生じた損傷を同定し，それに起因する剛性
や耐力の低下度といった建物の残余耐震性能
を定量的に評価することができれば，余震等
により崩壊に至るまでの余裕度を推定するこ
とが可能
 
２．研究の目的
建物内で日常的に観測される微小振動を利用
して，柱梁接合部などの建築構造システムの
部分構造（サブストラクチャ）の局所損傷を
追跡するセンシング技術を開発する．その開
発環境として，地震による局所損傷の進行お
よび微小振動に励起される固有振動，を同時
に再現するサブストラクチャ損傷評価装置を
新たに考案する．さらに，損傷入り建物の
値解析を実施し，
システムの残余耐震性能に及ぼす影響を定量
化する．以上の課題から，局所損傷の評価に
基づいて建物全体の耐震性能を判断する構造
インテグリティ指
建物継続利用判定の精度と分解能の向上に貢
献する．
 
３．研
本研究では，
災建物継続利用判定システムの開発を円滑に
進めるために，研究課題を以下の
ーズに分割して，当該課題に取り組
A) サブストラクチャ損傷評価装置の
B) 内部応力の変化に基づく局所損傷評価

技術の開発
C) 構造インテグリティ指標
 A）
地震損傷の正確な再現と動的性能評価を同時
に実現できる損傷評価装置として，共振フレ
ームと準静的載荷装置を組み合わ
製作し，その運用上の課題を検証
は，鋼構造建物の柱梁接合部を対象とした局
所損傷評価振動試験を行い，実用化を見据え
た適切な局所損傷センシング技術
傷評価指標ならびにそれを計測する無線動ひ
ずみ計測システム
の損傷を数値解析モデルに反映するために，
損傷評価指標を目的関数としたモデル更新法
を開発した．さらに損傷を反映した数値解析
モデルの静的変位増分解析

式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

１．研究開始当初の背景
東日本の広域に渡り強い地震動が観測された
平成 23 年東北地方太平洋沖地震は，未曽有
の人的・物的被害をもたらし，
に及ぶ膨大な数の建物に対して，被災後の安
全性が疑われた 1)
今後発生が予想される首都圏直下地震や南海
トラフ巨大地震に備え，被災建物の利用再開
までの意思決定を支援する，健全性評価手法
の確立は焦眉の課題である
被災建物の健全性は，安全限界状態に対す

る余裕度として評価できるが，現段階では具
体的な数値として示す指標に欠け，その客観
的診断は困難である．地震によって構造部材
に生じた損傷を同定し，それに起因する剛性
や耐力の低下度といった建物の残余耐震性能
を定量的に評価することができれば，余震等
により崩壊に至るまでの余裕度を推定するこ
とが可能となる．

２．研究の目的 
建物内で日常的に観測される微小振動を利用
して，柱梁接合部などの建築構造システムの
部分構造（サブストラクチャ）の局所損傷を
追跡するセンシング技術を開発する．その開
発環境として，地震による局所損傷の進行お
よび微小振動に励起される固有振動，を同時
に再現するサブストラクチャ損傷評価装置を
新たに考案する．さらに，損傷入り建物の
解析を実施し，

システムの残余耐震性能に及ぼす影響を定量
化する．以上の課題から，局所損傷の評価に
基づいて建物全体の耐震性能を判断する構造
インテグリティ指
建物継続利用判定の精度と分解能の向上に貢
献する． 

３．研究の方法 
本研究では，建物局所損傷の評価に基づく被
災建物継続利用判定システムの開発を円滑に
進めるために，研究課題を以下の
ーズに分割して，当該課題に取り組

サブストラクチャ損傷評価装置の
内部応力の変化に基づく局所損傷評価
技術の開発 
構造インテグリティ指標
）では，鋼構造建物の

地震損傷の正確な再現と動的性能評価を同時
に実現できる損傷評価装置として，共振フレ
ームと準静的載荷装置を組み合わ
製作し，その運用上の課題を検証
は，鋼構造建物の柱梁接合部を対象とした局
所損傷評価振動試験を行い，実用化を見据え
た適切な局所損傷センシング技術
傷評価指標ならびにそれを計測する無線動ひ
ずみ計測システム
の損傷を数値解析モデルに反映するために，
損傷評価指標を目的関数としたモデル更新法
を開発した．さらに損傷を反映した数値解析
モデルの静的変位増分解析

Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

１．研究開始当初の背景 
東日本の広域に渡り強い地震動が観測された

年東北地方太平洋沖地震は，未曽有
の人的・物的被害をもたらし，
に及ぶ膨大な数の建物に対して，被災後の安

1)．この震災を端緒として，
今後発生が予想される首都圏直下地震や南海
トラフ巨大地震に備え，被災建物の利用再開
までの意思決定を支援する，健全性評価手法
の確立は焦眉の課題である．
被災建物の健全性は，安全限界状態に対す

る余裕度として評価できるが，現段階では具
体的な数値として示す指標に欠け，その客観
的診断は困難である．地震によって構造部材
に生じた損傷を同定し，それに起因する剛性
や耐力の低下度といった建物の残余耐震性能
を定量的に評価することができれば，余震等
により崩壊に至るまでの余裕度を推定するこ

． 

 
建物内で日常的に観測される微小振動を利用
して，柱梁接合部などの建築構造システムの
部分構造（サブストラクチャ）の局所損傷を
追跡するセンシング技術を開発する．その開
発環境として，地震による局所損傷の進行お
よび微小振動に励起される固有振動，を同時
に再現するサブストラクチャ損傷評価装置を
新たに考案する．さらに，損傷入り建物の
解析を実施し，部分構造の

システムの残余耐震性能に及ぼす影響を定量
化する．以上の課題から，局所損傷の評価に
基づいて建物全体の耐震性能を判断する構造
インテグリティ指標を提案し，極大地震後の
建物継続利用判定の精度と分解能の向上に貢

 
建物局所損傷の評価に基づく被

災建物継続利用判定システムの開発を円滑に
進めるために，研究課題を以下の
ーズに分割して，当該課題に取り組

サブストラクチャ損傷評価装置の
内部応力の変化に基づく局所損傷評価

 
構造インテグリティ指標

鋼構造建物の部分構造
地震損傷の正確な再現と動的性能評価を同時
に実現できる損傷評価装置として，共振フレ
ームと準静的載荷装置を組み合わ
製作し，その運用上の課題を検証
は，鋼構造建物の柱梁接合部を対象とした局
所損傷評価振動試験を行い，実用化を見据え
た適切な局所損傷センシング技術
傷評価指標ならびにそれを計測する無線動ひ
ずみ計測システムを開発した
の損傷を数値解析モデルに反映するために，
損傷評価指標を目的関数としたモデル更新法
を開発した．さらに損傷を反映した数値解析
モデルの静的変位増分解析を

Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

東日本の広域に渡り強い地震動が観測された
年東北地方太平洋沖地震は，未曽有

の人的・物的被害をもたらし，95,000 戸以上
に及ぶ膨大な数の建物に対して，被災後の安

．この震災を端緒として，
今後発生が予想される首都圏直下地震や南海
トラフ巨大地震に備え，被災建物の利用再開
までの意思決定を支援する，健全性評価手法

． 
被災建物の健全性は，安全限界状態に対す

る余裕度として評価できるが，現段階では具
体的な数値として示す指標に欠け，その客観
的診断は困難である．地震によって構造部材
に生じた損傷を同定し，それに起因する剛性
や耐力の低下度といった建物の残余耐震性能
を定量的に評価することができれば，余震等
により崩壊に至るまでの余裕度を推定するこ

建物内で日常的に観測される微小振動を利用
して，柱梁接合部などの建築構造システムの
部分構造（サブストラクチャ）の局所損傷を
追跡するセンシング技術を開発する．その開
発環境として，地震による局所損傷の進行お
よび微小振動に励起される固有振動，を同時
に再現するサブストラクチャ損傷評価装置を
新たに考案する．さらに，損傷入り建物の

の局所損傷が構造
システムの残余耐震性能に及ぼす影響を定量
化する．以上の課題から，局所損傷の評価に
基づいて建物全体の耐震性能を判断する構造

標を提案し，極大地震後の
建物継続利用判定の精度と分解能の向上に貢

建物局所損傷の評価に基づく被
災建物継続利用判定システムの開発を円滑に
進めるために，研究課題を以下の 3 つのフェ
ーズに分割して，当該課題に取り組んだ．

サブストラクチャ損傷評価装置の構築
内部応力の変化に基づく局所損傷評価

構造インテグリティ指標 
部分構造を対象に

地震損傷の正確な再現と動的性能評価を同時
に実現できる損傷評価装置として，共振フレ
ームと準静的載荷装置を組み合わせた装置を
製作し，その運用上の課題を検証した．B
は，鋼構造建物の柱梁接合部を対象とした局
所損傷評価振動試験を行い，実用化を見据え
た適切な局所損傷センシング技術として，損
傷評価指標ならびにそれを計測する無線動ひ

した．C では，実際
の損傷を数値解析モデルに反映するために，
損傷評価指標を目的関数としたモデル更新法
を開発した．さらに損傷を反映した数値解析

を実施することで

Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

東日本の広域に渡り強い地震動が観測された
年東北地方太平洋沖地震は，未曽有

戸以上
に及ぶ膨大な数の建物に対して，被災後の安

．この震災を端緒として，
今後発生が予想される首都圏直下地震や南海
トラフ巨大地震に備え，被災建物の利用再開
までの意思決定を支援する，健全性評価手法

被災建物の健全性は，安全限界状態に対す
る余裕度として評価できるが，現段階では具
体的な数値として示す指標に欠け，その客観
的診断は困難である．地震によって構造部材
に生じた損傷を同定し，それに起因する剛性
や耐力の低下度といった建物の残余耐震性能
を定量的に評価することができれば，余震等
により崩壊に至るまでの余裕度を推定するこ

建物内で日常的に観測される微小振動を利用
して，柱梁接合部などの建築構造システムの
部分構造（サブストラクチャ）の局所損傷を
追跡するセンシング技術を開発する．その開
発環境として，地震による局所損傷の進行お
よび微小振動に励起される固有振動，を同時
に再現するサブストラクチャ損傷評価装置を
新たに考案する．さらに，損傷入り建物の数

損傷が構造
システムの残余耐震性能に及ぼす影響を定量
化する．以上の課題から，局所損傷の評価に
基づいて建物全体の耐震性能を判断する構造

標を提案し，極大地震後の
建物継続利用判定の精度と分解能の向上に貢

建物局所損傷の評価に基づく被
災建物継続利用判定システムの開発を円滑に

つのフェ
． 

構築 
内部応力の変化に基づく局所損傷評価

を対象に
地震損傷の正確な再現と動的性能評価を同時
に実現できる損傷評価装置として，共振フレ

た装置を
B で

は，鋼構造建物の柱梁接合部を対象とした局
所損傷評価振動試験を行い，実用化を見据え

として，損
傷評価指標ならびにそれを計測する無線動ひ

実際
の損傷を数値解析モデルに反映するために，
損傷評価指標を目的関数としたモデル更新法
を開発した．さらに損傷を反映した数値解析

することで，

損傷した部分架構の
を提案した
 

４．研究成果
1）
課題
な活動による建物の固有振動モード下におい
て観測されるサブストラクチャの応答，およ
び地震時の局所損傷を再現する，損傷評価装
置を開発した．
図

系への置換を示している．同図中央のように，
部分構造の常時微動を観測すれば，建物固有
振動モードに対応する振動成分が卓越して存
在する．この卓越する振動成分を実験室内で
評価することを考える．具体的には，同図右
のように，付加質量を与えた部分構造の
点系モデルを考える．このモデルの振動数を
建物の固有振動数に合わせることで，地震に
より発生する破断などの局所損傷に起因する
建物固有振動モード下の部分構造の内力分布
の変化を，簡易な装置により実験的に評価す
る．

  
図

では中層鋼構造建物を検証対象とし，その部
分構造として，十字型柱梁接合部試験体（詳
細は次節）を採用した．試験体の柱頂部とピ
ン架構の柱中央を両端ピン接合のトラス材を
用いて結合し，系全体において試験体のみが
外力に抵抗する．ピン架構上には付加質量を
載せ，系全体の固有周期が，中層鋼構造建物
の 1
付近となるように調節した．このとき，付加
質量は約

損傷した部分架構の
を提案した． 
  

４．研究成果 
）サブストラクチャ損傷評価装

課題 A に関連して，
な活動による建物の固有振動モード下におい
て観測されるサブストラクチャの応答，およ
び地震時の局所損傷を再現する，損傷評価装
を開発した．
図 1a は，建物

系への置換を示している．同図中央のように，
部分構造の常時微動を観測すれば，建物固有
振動モードに対応する振動成分が卓越して存
在する．この卓越する振動成分を実験室内で
評価することを考える．具体的には，同図右
のように，付加質量を与えた部分構造の
点系モデルを考える．このモデルの振動数を
建物の固有振動数に合わせることで，地震に
より発生する破断などの局所損傷に起因する
建物固有振動モード下の部分構造の内力分布
の変化を，簡易な装置により実験的に評価す
る． 

(b) 
図 1 サブストラクチャ

 
図 1b に試験装置の全体図を示す．本実験

では中層鋼構造建物を検証対象とし，その部
分構造として，十字型柱梁接合部試験体（詳
細は次節）を採用した．試験体の柱頂部とピ
ン架構の柱中央を両端ピン接合のトラス材を
用いて結合し，系全体において試験体のみが
外力に抵抗する．ピン架構上には付加質量を
載せ，系全体の固有周期が，中層鋼構造建物

1 次固有周期を
付近となるように調節した．このとき，付加
質量は約 4,000kg

損傷した部分架構の残存耐力を評価する手法
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次固有周期を 0.85Hz に相当する
付近となるように調節した．このとき，付加

4,000kgとした．この装置を用いて，

残存耐力を評価する手法

サブストラクチャ損傷評価装置の構築
地盤の常時微動や人為的

な活動による建物の固有振動モード下におい
て観測されるサブストラクチャの応答，およ
び地震時の局所損傷を再現する，損傷評価装

サブストラクチャの 1
系への置換を示している．同図中央のように，
部分構造の常時微動を観測すれば，建物固有
振動モードに対応する振動成分が卓越して存
在する．この卓越する振動成分を実験室内で
評価することを考える．具体的には，同図右
のように，付加質量を与えた部分構造の
点系モデルを考える．このモデルの振動数を
建物の固有振動数に合わせることで，地震に
より発生する破断などの局所損傷に起因する
建物固有振動モード下の部分構造の内力分布
の変化を，簡易な装置により実験的に評価す

概念図 

装置全体図 
損傷評価装置

に試験装置の全体図を示す．本実験
では中層鋼構造建物を検証対象とし，その部
分構造として，十字型柱梁接合部試験体（詳
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の変化を，簡易な装置により実験的に評価す

 

 

装置 
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では中層鋼構造建物を検証対象とし，その部
分構造として，十字型柱梁接合部試験体（詳
細は次節）を採用した．試験体の柱頂部とピ
ン架構の柱中央を両端ピン接合のトラス材を
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（1）この系全体に水平力を作用させ，地震
により発生する破断などの局所損傷を再現す
る準静的載荷試験と,（2）系全体を振動させ，
建物固有振動モードを励起する動的載荷試験，
を試験体の終局状態まで交互に繰り返すこと
で，内力分布の変化を追跡した． 
 
2）内部応力の変化に基づく局所損傷評価技
術の開発 
課題 B に関連して，鋼構造建物床スラブ付

き柱梁接合部を対象に，床スラブのひび割れ
に伴う合成効果の低下や鋼梁の破断に起因す
る内力分布の変化に着目し，これら 2 つの損
傷度を独立して評価することを目指した．具
体的には，1) 床スラブの合成効果に対しては，
微動下の動ひずみ応答から同定した中立軸，
2) 鋼梁の破断に対しては，破断面の曲げ剛性
低下に起因する動ひずみ応答の低下度，を損
傷度の評価指標として新たに提案した． 
評価指標 1)に関連して，床スラブが圧縮力

を負担する正曲げ時の中立軸位置は，スラブ
の有効幅を仮定すれば，梁の断面形状により
算出される．負曲げ時には床スラブは引張力
を負担しないと仮定すると，上下に対称な H
型断面では，負曲げ時の中立軸は鋼梁断面中
央に位置する．骨組内の梁が微振動下で動曲
げモーメントを受ける時，i 次振動モード下
における中立軸の位置は，鋼梁の上下フラン
ジの動ひずみ応答比から推定でき，その値は
交互に現れる正曲げ・負曲げ時の中立軸の時
間平均に相当すると考えられる．ここで梁せ
い H の合成梁に対し，上下フランジの動ひず
み応答εtop

i , εbottom
i の RMS 値の比率から，i 次

振動モード下の動的中立軸位置 NA は式（1）
で計算できる． 

NA
εtop

i
RMS

εtop
i

RMS εbottom
i

RMS
 式（1） 

 合成梁を有する柱梁接合部を対象とした実
験では，床スラブのひび割れに伴う合成効果
の低下によって，式(1)で求められる梁断面の
中立軸が変遷することを確認した．動ひずみ
応答による中立軸は，繰返し載荷下の正曲
げ・負曲げ時の中立軸の平均値にほぼ一致し
た． 
 評価指標 2)に関連して，微小振動下の鋼部
材の動ひずみ応答の低下度から部材の損傷に
より局所的に変化する曲げモーメント分布を
推定することで，梁部材の損傷度（破断面の
曲げ剛性の低下率）を評価した．この手法で
は，無損傷部材と損傷部材に生じる動ひずみ
応答の低下度に着目した損傷指標 SD を式（2）
で定義している．ここでは，損傷の進展に伴
い，微振動下での動ひずみ比が曲げモーメン
ト比に対応して変化すると仮定している． 

SD
Rd

i Ri

Ri , Ri εbeam
i

RMS

εreference
i

RMS
 式（2） 

ここでRiは建物内のある 2 点間（例えば損傷
を観察する梁とリファレンスとする柱）の動

ひずみ応答εbeam
i , εreference

i の RMS 値の比であ
り，構造物が線形であれば外力の大きさに依
存しない．リファレンス柱が無損傷であれば，
損傷を受けた梁の損傷指標 SD は，無損傷時
の比Riを基準としたときの損傷時の比Rd

i への
変化率として表現され，損傷による部材剛性
の変化を表す．骨組全体の計測においては，
事前の解析において損傷が軽微な層（例えば，
最上階付近）の柱をリファレンスとすること
で，式（2）において，損傷した部材とリフ
ァレンスとなる無損傷の部材の部材剛性比の
変化を追跡できる． 
建物の数値解析モデルの梁端部に切り込み

を入れ，損傷指標と梁端部の破断による剛性
低下の関係を求めたものを図 2 に示す．損傷
指標自体は物理量ではないが，このような関
係チャートを利用することで，梁端部の破断
量を推定することが可能になる． 

 
図 2 損傷指標と梁端部剛性低下の関係 

 
部分構造を対象とした実験では試験体内の

全ての部材が損傷の影響を受ける．そこで，
準静的試験を開始する前の無損傷時と準静的
載荷開始後の損傷時の曲げモーメント分布を
比較することとし，試験体水平剛性の低下を
加味した損傷評価指標SDを式（3）に再定義
した．本実験用にカスタマイズした損傷評価
指標では，Rd

i に対して無損傷時の水平剛性 k
と損傷時の水平剛性 kdの比（部分構造の負担
する水平力の比）を乗じる．つまりRd

i の分母
に用いるリファレンスとなる柱の動ひずみ応
答の RMS 値に（k/kd）を乗じることで，損傷
時の梁と無損傷時の柱の動ひずみ応答の
RMS 値の比を算定する． 

SD
kd k Rd

i Ri

Ri 100  式（3） 

試験体の動ひずみの計測には DT1-028K 型
（株式会社東京センサ）の PVDF（Poly 
Vinylidene Di Fluoride）ピエゾフィルムを
使用した．また収録したセンサデータは，無
線通信モジュール NARADA（Civionics, LLC）
を介して，各ユニットからデータを無線受信
した．通信プロトコルは IEEE 802.15.4 準拠
のZigbeeで，2.4GHzの帯域を使用しており，
毎秒約 1,500 ポイントのデータを送信できる．
サンプリング周波数及び計測時間はこれに基
づいて決定し，それぞれ 100Hz，150 秒とし
た． 
柱梁接合部を対象とした実験では，鋼梁の
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破断に伴い，損傷指標SDが期待通りに低下す
ることを確認した．実験で求めた損傷指標と
断面 2 次モーメントの関係は，図 2 の数値解
析で求めた関係と非常によく一致していた． 
さらに，図 2 の関係が対象鋼構造建物の柱

梁剛性比のみに大きく依存することを明らか
にした上で，同関係を閉形式で定式化した．
これにより数値解析モデルを用いて梁端部に
破断を模擬する解析を事前に実施する必要が
なくなった． 

 
3）構造インテグリティ指標 
課題 C に関連して，上記の損傷指標の変化

を解析モデルに反映し，更新したモデルを利
用して残余耐震性能を評価する手法を新たに
提案し，実験的に検証した．本手法は，（1）
解析モデルに損傷状態を反映するモデル更新
のための動的応答解析と，（2）損傷状態を反
映した解析モデルを用いて残余耐震性能を評
価する静的解析，の 2 段階で構成される．モ
デル更新に必要なデータは，地震前後（無損
傷時と損傷時）の動ひずみの実測データから
求めた損傷指標で，床スラブおよび鋼梁部材
に損傷を加えた解析モデルの動的応答解析か
ら算定した損傷指標と比較する． 
手順 1)では，実測値との関係から設定した

目的関数の条件を満たすまで解析モデルの損
傷度を変化させた．動的応答解析では，実験
時に用いたホワイトノイズを入力波とした．
動ひずみ応答は実験での計測位置と同じ位置
で出力し，実測値と同様の手順で信号処理を
施した． 
次に手順 2)では，更新したモデルを用いて

残余耐震性能を評価する静的解析を実施した．
モデル更新後の水平剛性は，梁端部の回転バ
ネ剛性の低下度から算定し，準静的載荷試験
の結果と比較した．同時に，更新した回転バ
ネ剛性の低下度から破断部の断面量 Ifrac を推
定し，目視による実測値と比較した．さらに，
推定した破断部の断面量に基づき，最大耐力
の低下度を推定した． 
以上の手順を踏むことにより，動ひずみ応

答の低下度を目的関数としたモデル更新によ
り，梁端部に生じた地震損傷を，損傷バネモ
デルで同定し，鋼梁の破断に起因する水平剛
性と耐力劣化を定量的に評価することを可能
にした． 
今後は，複数損傷や床スラブ損傷が損傷指

標に及ぼす影響及び残余耐震性能評価結果の
誤差・影響因子の定量化を図り，柱梁接合部
から建物全体モデルへの応用・拡張を目指し
たい． 
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Summary of AIJ Annual Meeting 
(Kinki), 21055, 2014. 

 
〔その他〕 
 米国土木学会（ASCE）の構造ヘルスモ

ニタリング技術アーカイブプロジェク
ト の ウ ェ ブ ペ ー ジ へ の 掲 載 ：
http://sites.tufts.edu/shmcasestudies/2015/09
/17/piezoelectric-strain-based-member-level
-health-monitoring-for-a-large-scale-steel-fr
ame-test-bed/ 
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